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2019年３月27日（水曜） 
 

全労金2019春季生活闘争ニュース・第32号 

 

《合意速報No.14》 

 

東海労組が金庫との団体交渉で、「基本合意」を表明しました！ 

 

東海労組は、３月27日15時から、金庫と「団体交渉」を開催し、基本合意を表明し

ました。要求と回答は以下の通りです。 

正職員 契約職員
再雇用
嘱託職員

正職員 契約職員
再雇用
嘱託職員

１・２等級3,000円
３等級以上1,000円

の引き上げ

3,000円
の引き上げ

1,000円
の引き上げ

300～3,200円 300円 応じられない

4.9 1.9
0.9～
2.9

4.8 1.8 0.8～2.8

4.75 1.75 0.75～2.75 4.75 1.75 0.75～2.75

無期転換

登用制度

ｼﾞｮﾌﾞﾘﾀｰﾝ

年休積立

私傷病休職 － 正職員と同様 － 応じられない

年休 (実現) (実現)

生休 (実現) (実現)

母性保護 (実現) (実現)

－ 永年勤続表彰 － －
休暇は応じる

表彰金は応じない
－単組独自要求

－

要求通り
時間額1,000円、日額7,330円、月額154,000円

－応じられない

－

－

－

雇用環境

時間額1,000円、日額7,330円、
月額154,000円への引き上げ

要　　求（金庫）

－

－公正処遇

基本賃金

一時金

安定雇用 －

－

回　　答（金庫）

(実現)

最低賃金

－使途追加

(実現)

昨年実績

(実現) (実現)

 
 

団体交渉において、金庫からは「今回、労働組合の要求は、基本賃金の改定・年間一

時金・最低賃金に加え、雇用に関する環境整備と公正処遇の実現に向けて、労働者が夢

と希望を持って安心して働き続けられる環境整備として、すべての労働者の立場にたっ

た働き方の実現を要求に掲げられた。この要求を受け、経営としては、当金庫の経営状

況の中で、今年度著しい融資伸長に伴う職員の頑張り。無担保ローンの拡大や投資信託

の販売が増え、ビジネスモデルの転換に向けて、少しずつ変化があらわれ始めている状

況である。一方で、融資のボリュームが増えたことにより、貸出資金を調達するために

コストの高い預金を獲得しなければならない現状があり、構造的に厳しい金融機関を取

り巻く環境下で、将来の課題に金庫として対応しなければならない状況等を踏まえ、今

春闘でいかに応えるべきか、熟慮に熟慮を重ねた回答である。組合員の皆さんには是非

ともご理解いただきたい。今春闘で大手組合の労使交渉の中で、経営者は『仕事のやり

方を変えることができなければ、当社は終焉を迎えることになると思う。生きるか死ぬ

かの闘いというのは、そういうことである』と危機感を語った。世界をリードする企業
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であっても、現状に対する社内の認識の甘さを自覚し、今一度、全社員の共通認識を高

めようとしている。私たちも厳しい環境下でこそ、“ろうきん理念”の実現と“ろうき

んの社会的使命”を認識し、地域に根ざした福祉金融機関であり続けるためにも、時々

の状況を労使間で共有化することが重要である。経営としても足下の実態を見つめなが

ら労働条件や働き方の改善、コミュニケーションのとれた職場風土づくり、将来課題へ

の取り組み、金庫の健全な発展のために、引き続き良好な労使関係の下に、取り組んで

行きたい」等の見解が表明されました。 

早川闘争委員長は、「本春闘では、金融機関にとって成果の割に利益が出ない時代の

中で、ビジネスモデルの転換や顧客本位の志向への転換等が求められており、経営と労

働者がともに抱える“将来への不安”に対し、ろうきんを発展させていくかがテーマに

なったと感じている。結果として、労働組合の要求に対し、満額ではないという意味で

は十分だとは言えないが、経営環境が厳しい中で、職員の頑張りに対する評価や期待を

感じられる回答であると受け止めている。交渉や回答で、金庫から示された職員の頑張

りに対する評価について、組合員には、労金の発展のために前を向いて頑張ろうと伝え

たい。同一労働同一賃金については、一部改善されるものの、労使で一致できなかった

部分が残されていることや、人事制度の課題、職場風土の改善等、今後も労使で議論す

る必要もあることから、労使がともに努力し、ともに意識をあわせて、この厳しい環境

を乗り越えていかなければならないと考えている。労使お互いの知恵と努力、責任を果

たすことで、この厳しい環境を乗り越えていきたい」等を表明しました。 

単組は、①正職員１・２等級、契約職員１・２等級の賃金改善が図られたこと、②年

間一時金について、昨年水準以上の回答を引き出せたこと、③最低賃金について、要求

通りの回答となったこと、等から基本合意を表明しました。 

 

＊合意単組（11単組／３月27日18時50分現在） 

長野・北海道(金庫・関連)・四国・沖縄・セントラル・近畿(金庫)・北陸 

九州(金庫)・九州(関連)・中国(金庫)・中国(関連)・東北(金庫)・東北(関連) 

東海(金庫) 

 

以 上 


